
岡山県造林補助金事務取扱要領 

 

平成23年８月25日 治第610-6号 

（略） 

改正 平成30年５月30日、治第134号 

改正 平成31年４月11日、治第 67号 

改正 令和元年７月１日、治第256号 

改正 令和４年７月21日、治第272号 

改正  令和５年７月６日、治第255号 

 

１ 趣旨 

この要領は、岡山県造林事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）に基づいて、造林事業

及び造林補助金に関する事務を森林組合等の林業事業体（以下「森林組合等」という。）が、適正か

つ円滑に行うために必要な事項を定める。 

 

２ 共通事項 

(1) 交付申請書の作成にあたり、事業ごとに採択要件を満たしているか確認する。 

(2) 現地測量 

ア 測量方法は、次のいずれかの方法によるものとし、測量基点を簡易な方法で現地に表示する。 

(ｱ) コンパス等による測量 

許容される誤差は、方位角及び高低角各２度、距離5/100 とする。 

(ｲ) 地球測位システム（GNSS）等による測量 

許容される精度は、3ｍ以内とする。 

(ｳ) オルソ画像等による測量 

オルソ画像とシェープファイルをGIS等で比較し差異がないこととする。 

イ 測量野帳（ア(ｳ)を除く。）は、様式１号の例を参考として作成する。 

ウ アの各方法に示す誤差の限度を超えるときは、再測量を行う。 

エ 保育等の面積は、当該施行地での人工造林の施業図（竣功調査により確定したもの）又はこ

れと同程度以上の精度を有する図面から求めることができる。 

オ これまで造林事業で申請があり、竣功調査により確定した施行地で、岡山県森林クラウド等

のGIS等により位置、区域、面積等の情報を管理している場合は、当該情報を活用することがで

きる。 

(3) 完了調査の立会と案内等 

ア  県民局が行う完了調査に際し、技術員等が立会い、現地案内を行う。 

イ 現地確認対象箇所については、完了調査時に測量野帳（写し）等を提出するものとする。 

ウ 社会保険等加入実態調査表に係る証拠書類及び事業完了写真等は、施行地毎に整理し、完了

調査時に調査員へ提示する。 

 (4) 現地写真の撮影について 

 事業主体は、次のとおり現地写真を撮影し、完了調査時に提示するものとする。 

 また、これらの写真は、原則として位置情報が記録されたものとする。 

ア 事業の施行地ごとに、事業実施前及び完了後の状況を撮影するものとする。 

 なお、下刈りについては、必要に応じて遠景及び近景を撮影するものとする。 

イ 保育間伐及び更新伐のうち気象害等の被害を受け不良木となったものの淘汰を実施する場合

にあっては、事業実施前の状況についても撮影するものとする。 

ウ 森林環境保全直接支援事業の間伐及び更新伐については、伐採木の搬出状況、集積場所にお

けるはい積状況等を必要に応じて撮影するものとする。 

 なお、架線系による搬出の場合は、タワーヤーダ等の集材機を使用し、索張りによる集材状

況が確認できる写真を撮影する。 

エ 保育間伐、間伐及び更新伐において、選木作業を伐倒とは別途に行う場合（伐倒と同時に行

う場合は除く。）で、伐倒前に伐倒する立木が判別できるようマーキングする作業を実施する

場合は、施行地における実施状況が確認できるよう、作業後の写真を撮影するものとする。 

(5) 帳簿等の整理保存 



ア  事業主体等は、実施した造林事業の補助金に係る収入及び支出を明らかにし、かつ、当該収

入及び支出について証拠書類を備えなければならない。 

イ 帳簿、補助金申請に係る書類及び完了調査の際に確認した書類等は、当該事業完了の翌年か

ら起算して５カ年間保存しなければならない。 

 

３ 事業主体が事業を実施した場合の事務等は次による。  

(1) 受託造林の契約方式は、委託契約に限る。 

ア  委託契約書は、別記１の例を参考として作成した造林事業委託契約書（原則として、森林所

有者等の自筆署名によるものとする）又は森林経営委託契約書とし、原則として次により綴

る。 

 ただし、委託契約書の種類は、岡山県造林事業実施要領第１の５の（１）のカの規定による

ものとする。 

(ｱ) 委託契約書 

(ｲ) 仕様書 

(ｳ) 見積書（様式２号） 

イ  精算事務は次の書類を整備する。 

(ｱ) 受託事業精算書（様式３号） 

(ｲ) 証拠書類 

ウ 同一事業（造林、下刈等）で契約条件が多数あるときは、共同契約方式により契約書を作成

することができる。 

(2) 補助金の受領等 

ア  事業主体は、知事又は県民局長から補助金の交付の決定及び額の確定を受けたときは、速や

かに造林事業補助金請求書（様式４号）を知事又は県民局長に提出する。 

イ  補助金受領後は受託者に対し補助金の受領をした旨を速やかに通知する。 

ウ 事業主体における造林補助金の経理は、別記３の例を参考として行う。 

 

４ 森林組合等が代理申請を行う場合の事務等は次による。 

(1) 交付申請書の作成及び提出 

造林事業を完了した者（事業主体）から造林事業完了届（様式５号）を期限を定めて提出させ、

交付申請書作成の基礎とする。 

(2) 交付申請書の作成にあたり、次のことを確認する。 

ア  森林所有者及び施行地の地番について、別記２の基準により念査して、正確を期するととも

に土地の権利関係について別記２により必要とされた証明書等を整備する。 

イ 完了年月日が当該年度内であるか確認する。 

ウ 事業の実施に同意していることについて確認する。 

エ 森林経営計画に基づく申請については、認定された森林経営計画に基づいて行われたもので

あることについて確認する。 

 なお、原則として、当該事業で実施される施業の開始時点までに、当該施業が当該森林経営

計画において計画されていること。 

(3) 完了届受理後速やかに、事業主体の立会を求め、完了届記載の内容を現地において照合する。 

(4) 交付申請書を作成したときは、これを事業主体に提示して記載内容の確認を受け、委任状及び

精算依頼書（様式６号）に森林所有者等の自筆署名を受ける。 

(5) 補助金の一括代理受領と事業主体への配付 

ア  森林組合等は、県民局長から補助金の交付の決定及び額の確定通知を受けたときは事業主体

の委任に基づき速やかに造林事業補助金請求書（様式４号）を県民局長に提出する。  

イ  代理受領をした補助金は、配付日まで確実な金融機関等に保管するとともに、30 日以内に配

付を終了し、他に流用してはならない。 

ウ 造林事業補助金は、県が交付に当たって示した内訳に従い、全額事業主体に直接配付しなけ

ればならない。ただし、次に定めるものに限り精算して支払うことができる。この場合は、予

め事業主体の承諾を得、かつ、その精算依頼書を徴しておかなければならない。 

(ｱ) 造林補助金事務取扱手数料 

(ｲ) 当該造林に使用した苗木等資材の立替代金又は売払代金 

(ｳ) 当該施行地の森林保険料 



(ｴ) 当該施行地に使用した肥料代又は縄等代 

エ  補助金の配付は、補助金配付通知書（様式７号）を交付して行う。 

 また、金融機関の預金口座を利用して補助金を配付することを原則とし、この場合は、振込

書を支払いの証拠とする。 

オ 森林組合等における代理受領した造林補助金の経理は次による。 

(ｱ) 代理受理した補助金は「預り金」として受入れ、各事業主体へ配付するとともに、事務取

扱手数料は、「貸方、造林補助金取扱手数料」として、また、森林保険料は、「預り金」と

して経理する。 

(ｲ) 造林補助金代理事務に要した経費は、「借方、調査費」として管理し、内訳の伝票を整理

しておく。 

(6) 造林補助金事務取扱手数料 

ア 代理申請者が事業主体から受ける補助金事務取扱手数料は、原則として、補助金交付申請書

（添付書類を含む。）の作成及び提出並びに補助金の受領その他の補助金の交付関係事務の処

理に必要な実費の範囲内とするものとし、あらかじめ事業主体に対し書面その他の方法により

内容、金額等について周知する等、その透明化を図るものとする。 

 なお、手数料の対象となる業務は、次のとおりとする。 

(ｱ) 位置及び面積の把握（測量を含む。） 

(ｲ) 補助金交付申請書の作成（施業図及び位置図の作成を含む。） 

(ｳ) 土地台帳及び付図等との照合 

(ｴ) 委任状の作成 

(ｵ) 精算依頼書の作成 

(ｶ) 補助金交付申請書の提出 

(ｷ) 補助金配付明細書の作成 

(ｸ) 補助金配付通知書の作成（発送行為を含む。） 

(ｹ) 補助金の受領及び配付行為 

(ｺ) 領収書の受領及び整理 

(ｻ) 完了調査の立会い 

(ｼ) 関係用紙の印刷及び配付 

(ｽ) その他知事が適当と認める業務 

イ 手数料の額の算出は、円未満は切捨てとする。 

ウ  代理申請者は、補助金事務取扱手数料に係る業務内容、手数料の料金若しくは料率を定め又

は変更しようとするときは、手数料率報告書（様式８号）により県民局長へ報告する。 

 ただし、森林組合は、あらかじめ総会・総代会の議決を経たうえで報告すること。     

 

附 則 

  １ この調査要領は、平成 23 年８月 25 日から施行し、平成 23 年度予算分から適用する。 

（略） 

附 則  

１ この事務取扱要領は、平成 30 年度２・四半期事業から施行する。 

附 則  

１ この事務取扱要領は、平成 31 年度事業から施行する。 

附 則  

１ この事務取扱要領は、令和元年度２・四半期事業から施行する。 

附 則  

１ この事務取扱要領は、令和４年度２・四半期事業から施行する。  

２ 令和３年度森林環境保全整備事業費補助金及び令和３年度農山漁村地域整備交付金により実施

する事業については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この事務取扱要領は、令和５年度２・四半期事業から施行する。 



別記１ 

  

造林事業委託契約書（例） 

 

 委託者○○○○（以下「甲」という。）と受託者○○○○（以下「乙」という。）とは、第１条に定め

る造林事業を行うため、次の通り契約を締結する。 

（事業内容） 

第１条  甲が乙に委託する事業の内容は、次の通りとする。 

 (1) 事 業 名      （例）地拵及び植栽事業 

 (2) 事 業 地      ○○町大字   字    番地 

 (3) 事業面積      ○○ha 

 (4) 事業期間      着手予定    年  月  日 

完了予定      年  月  日 

 (5) 仕  様      別紙仕様書のとおり 

（事業の実行） 

第２条  乙は、前条に定めるところにより、期間までに誠意をもって事業を行うものとする。 

２ 甲は、乙に対し、委託事業の見積書を請求することができるものとする。 

（事業実行報告） 

第３条  乙は事業の実行状況を甲へ報告し、甲は自らその状況を調査することができる。 

（精算報告） 

第４条  乙は事業終了後竣工について甲の確認を得、速やかに受託事業精算書（様式３号）を甲に提出  

しなければならない。                                                                     

（委託費の支払） 

第５条 甲は、乙に対して委託費（第４条の精算額とする。）を乙の請求後速やかに支払わなければな 

らない。 

（委託料の概算払） 

第６条 乙は甲に対し事業状況により概算払いの請求ができるものとする。 

（事後処理） 

第７条 この事業に関し乙の責任に属しない事由（林地外転用等）によりこの事業地に係る補助金相当 

額の返還を乙が命ぜられたときは、返還すべき補助金相当額の金額は、甲が負担するものとする。 

（森林保険料） 

第８条 甲は、この事業地を対象とした森林保険に加入契約を行う場合にあっては、当該契約に係る森 

林保険料を乙が精算することを承諾するものとする。 

（補 則） 

第９条 この契約に定めるもののほか必要な事項については、甲乙協議の上定めるものとする。 

  上記契約の証として本書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。 

 

  年  月  日 

 

                                          甲  住 所 

                                                氏 名                              印 

 

                                          乙  住 所 

                                                名 称                             印 

                                                   

(注)１：甲の住所、氏名欄は、原則として、森林所有者等の自筆署名によるものとする。 

(注)２：共同契約による場合は、甲の住所、氏名欄に「本人兼○○他○名代表○○」とし、契約書の次

頁に代表者を含めた委託者全員の住所、氏名、印を列挙し、契約書の頁との間に甲（代表）と乙

とが割印する。 

収入

印紙 



別記２

森林所有者等の認定及び取扱基準

１ 森林組合又は森林所有者は、申請書及び申請地番については、林地台帳、森林経営計画、不動産登

記簿若しくは土地課税台帳（土地課税補充台帳を含む。）のいずれか（以下「台帳等｣という。）によ

り確認し、台帳等に記載の氏名（以下「記載者｣という。）及び地番で申請することを原則とする。

この場合の確認とは、閲覧で足りるものとし、確認文書名を完了届（様式５号）及び交付申請書の

造林事業内訳書の備考欄に「土地課税台帳により確認済み」等と記入する。

２ 台帳等の記載と森林所有者が一致しないこと等が明らかなときは、次の例により扱う。

事 例 申請書等の記載 添付証拠書類

個 (1) 記載者が成年に ・記載者氏名 不 要

人 達していないとき ・親権者氏名（記載者との続柄）

有

林 (2) 記載者が既に死 ・記載者氏名（死亡） ア 相続人が１人のとき

亡しているとき ・現実の造林者(納税者)氏名（記 不 要

載者との続柄） イ 相続人が親子、夫婦、兄弟等複

数人のときは次のいずれかの書類

① 当該施行地の固定資産税を納

税した証拠

② 木竹を所有し育成する権限を

認める旨の他の相続人の同意書

(3) 申請した後、補 ・記載者氏名（死亡） (2)の取扱いに準ずる。

助金交付前に記載 ・現実の受領者氏名（記載者との

者が死亡したとき 続柄）

(4) 記載者が外国そ ・記載者氏名＋代理人（記載者と (2)のイの取扱いに準ずる。

の他遠方に居住し の続柄）

ているとき ・現実の造林者(納税者)又は山守

の氏名

(5) 林地の所有権者 現実の造林者(納税者)氏名 売買契約書等の写又は森林法に基づ

又は地上権者等の く森林の土地の所有者となった旨の

使用収益権を譲渡 届出若しくは国土利用計画法に基づ

し又は売買し、台 く土地売買契約の届出がなされたこ

帳等の記載者氏名 とを証する書類。ないときは事業主

を変更していない 体権限がある旨の両当事者の念書

とき

社 (6) 記載者が「○○ ア 原則 不 要

寺 寺」「○○社」と ○○寺 檀家（○○社 氏子）

有 なっているとき 総代者の氏名

林 イ 宗教法人として登記していな

い等（経営の実質によっては）

○○寺 住職（○○社 宮司）

住職等の氏名



事 例 申請書等の記載 添付証拠書類

共 (7) 共有林を共同利 ○○造林組合等の代表者の氏名 ア 登記してあるとき

有 用しているとき （例）○○組合 代表 代表者の氏名 不 要

林 イ 口約束等登記していないとき

代表であることを証する書面

(8) 共有林を分割利 当該利用者の氏名 造林を認める旨の共有林代表者の証

用しているとき 明

入 (9) 入会林野を共同 入会権者の代表者の氏名 不 要

会 利用（直轄利用） （例）○○部落 代表 代表者の氏名

林 しているとき

(10)入会林野を分割 当該利用者の氏名 造林を認める旨の入会権者の代表者

利用しているとき 及び役員（区長及び組長等）の証明

旧 (11)旧慣使用林野を 旧慣使用権者の代表者の氏名 旧慣使用林野であることについての

慣 共同利用している （例）○○会 代表 代表者の氏名 市町村長の証明

使 とき

用

林 (12)旧慣使用林野を 当該利用者の氏名 旧慣使用林野であること及び分割利

分割利用している 用者であることについての市町村長

とき の証明

地 (13)上記以外の地上 当該有権者（複数であるときはそ 当該権利証書又は契約書等の写し

上 権者、賃借権等の の代表者）の氏名

権 使用収益権者(分

等 収林契約における

契約当事者を含

む)のとき

上記以外のもの 不動産登記簿謄本等

３ 施業図の「施行箇所」欄に記載する施行箇所の地番については、該当する地番はすべて記入する。

交付申請書の造林事業内訳書の「施行地」欄は、「○○番地外○筆」の表記で足りるものとする。

無番地は「無番地」と記入する。



別記３ 受託造林の場合の事業主体及び森林所有者の経理例
取 引 事 業 主 体 森林所有者（甲）

森林所有者（甲）と造林委託契約締結
(1)予定事業費 2,500,000円 請負金額
(2)手数料（苗木代除く）5％ 2,595,000円

1.事業費内金として1,000,000円受領 (借)現 金 1,000,000 (貸)前受金 1,000,000 (借)前払金 1,000,000 (貸)現 金 1,000,000

2.地拵実施
労賃その他支払額 1,200,000円 (借)一般立替金 1,200,000 (貸)現 金 1,200,000

3.植栽の実施
苗木代 15,000本×40円＝600,000円 (借)一般立替金 1,300,000 (貸)購買品売上 600,000
同上原価 570,000円 現 金
労賃その他 700,000円

(借)購買品売上原価 570,000 (貸)苗 木 570,000
4.造林事業を終了し、甲に引渡しを行い精算

5.造林補助金受領 (借)前受金 1,050,000 (貸)預り金 1,050,000 (借)森 林 2,595,000 (貸)前払金 1,000,000
事業未払金 1,595,000

6.甲に対し、造林補助金を受領した旨の通知を
し、残額を現金で受領

(借)預り金 1,050,000 (貸)事業未収金 1,595,000 (借)事業未払金 1,595,000 (貸)現 金 545,000
現 金 545,000

造林補助金収入 1,050,000

森林圧縮損 1,050,000 森 林 1,050,000

Ｐ／Ｌ Ｐ／Ｌ

購買品売上原価 570,000 購買品売上 600,000 森林圧縮損 1,050,000 造林補助金収入 1,050,000

利 益 125,000 造林手数料 95,000 1,050,000 1,050,000

695,000 695,000 Ｂ/Ｓ

森 林 1,545,000



様式１号

整理番号
所在地

森林所有者 事業主体

備考１ 備考２

面　積 閉合比

　XY座標、緯度経度等

0.00 ha ／

（注）１　面積の単位はhaとし、単位以下３位を切捨て２位止めとする。
          角度の単位は度とする。長さの単位はｍとし、単位以下３位を切捨て２位止めとする。
      ２　整理番号はできるだけ申請番号と一致させる。

備　　考測量点 方位角 高低角 斜距離 水平距離

測　量　野　帳　（例）

測定者/立会者

測定年月日



様式２号

施工面積

規　格 数　量 単位 単　価 金　額

本 円 円

地　拵　費

植　付　費

仮　植　費

小運搬費

施  肥  費

小　　　計

下　刈　費

除 間 伐 費

（注）契約書第２条第２項により委託契約事業費の見積書を請求された場合に使用する。

合　　　計

事
　
　
務
　
　
費

見　　積　　書

区　　分 備　　考

苗
木
代

資
　
材
　
費

運　搬　費

事業名

造 林

事業箇所

肥　料　代

労
　
務
　
費

計

諸　経　費



様式３号 

 

受 託 事 業 精 算 書 

 

   年  月  日  

 

               殿 

 

                                                       ○○◯◯           

 

 

下記の事業について、次のとおり経費を精算しました。 

 

記 

 

１ 事 業 名     

  

 ２ 事 業 箇 所     

   

３ 契約締結年月日     年  月  日 

   

４ 工 期   着 工    年  月  日 

                          完 了      年  月  日 

   

５ 経費明細書 

区 分 委任金額 
精算金額 

増△減額 備 考 
員数 単価 金 額 

収 

入 

 

前受金 

補助金 

計 

円  円 円 円  

支 

出 

 

 

 

計 

      

差 引 額       

 

(注)「区分」は様式２号の見積書の経費区分に準ずる。 

  



様式４号 

 

   年度造林事業補助金請求書 

 

   年  月  日  

 

 

岡山県○○県民局長 殿 

 

 

補助申請者 

住 所 

氏 名                          

 

 

年  月  日付け、岡山県指令 第 号で、交付決定及び額の確定通知のあった  年度造

林事業補助金を下記のとおり請求します。 

 

 

請求金額          円 

 

 

なお、補助金は下記口座へ振替え願います。 

 

                銀行     本店  普通預金 

               支店  当座預金             号 

 

       口座名義人 

 

 

 

 

発行責任者及び担当者 

 

発行責任者  役職       氏名           （連絡先           ） 

 

担 当 者  役職       氏名           （連絡先           ） 

 

  



様式５号 

   年度造林事業完了届 

施 行 地 
作業種 

（林齢） 
樹種 

面積 

(ha) 

植 栽 

種別 

 

※１ 

林小班 
大字 字 地番 

本数
(本) 

植付前 
の現状 

   
 

(  年生) 
    保・普  

   
 

(  年生) 
    保・普  

   
 

(  年生) 
    保・普  

   
 

(  年生) 
    保・普  

森 林 
所有者 

 
事業主体
との関係 

 
確認※２ 
方法 

 

事業完了年月日   年  月  日 

 

 上記のとおり事業が完了したのでお届けします。 

 なお、造林事業補助金交付申請の手続きをお願いします。 

 

      年  月  日 

 

 

                殿 

 

 

                                             事業主体 

                                               住 所  

 

                                               氏 名                    

（記載上の注意事項） 

 １ 作業種は、植栽、下刈、枝打、除伐、間伐、更新伐等を記入する。 

 ２ 樹種は、スギ、ヒノキ、アカマツ、ケヤキ、コナラ等を記入する。 

 ３ 植栽本数は、樹種別に記入する。 

 ４ 面積は、小数点第２位まで記入する。（小数点第３位を切捨） 

 ５  植付前の現状は、伐採跡地、広葉樹、松、水田、原野、複層林等を記入する。 

 ６ 種別は、普通林の場合は「普」を、保安林の場合は「保」を○で囲む。 

 ７  林小班は、森林組合等（代理申請者）が確認し記入する。（※１） 

 ８ 森林所有者・事業主体との関係欄は、事業主体と異なる場合だけ記入する。 

  ９ 確認方法は、森林組合等(代理申請者)が森林経営計画等で確認した旨を記入する。（※２） 

10 見取図を作成すること。実測を要する場合は、後日、連絡します。 

  



 

見  取  図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現地確認を行いますので、できるだけ目印となる構造物等（道や建物など）を記入願います。 

 

 

（必ずお読みください） ※□にチェック願います。 

□ 作業種毎の補助採択要件を満たす必要があります。（詳細は森林組合等でご確認ください） 

また、間伐、更新伐は１補助申請当たり５ｈａ以上、10m3/ha以上のまとまりが必要なため、他

の森林所有者との調整が必要となる場合があります。 

 □ 補助金受領後、その翌年度から起算して５年間は皆伐(他の用途への変更も含む)できません。  

皆伐すると補助金返還が生じますのでご注意ください。 

  

Ｎ 



様式６号 

 

委任状及び精算依頼書 

 

 

私議、○○◯○を代理人と定め次の１の事項を委任します。 

なお、あわせて補助金受領の際、下記２の代金を精算されるよう依頼します。 

 

 

１ 岡山県造林事業補助金交付要綱第３条第２項に定める造林事業補助金の交付申請手続き及び受領

に関すること。 

 

 

２   年度造林事業補助金から下記の代金を精算されること。  

(1) 造林補助金事務取扱手数料 

(2) 申請地にかかる施行地に使用した苗木代 

(3) 申請地にかかる施行地に対する森林保険料 

(4) この事業施行地に使用した肥料代又は縄等代 

 

 

 

 

□□□□  

   ○○○○ 殿  

 

 

    年  月  日 

  

 

 

                         住 所                         

                         氏 名                         

 

 

 

（注）原則として、森林所有者等の自筆署名によるものとする。 

 

  



様式７号 

                年度造林事業補助金配付通知書 

 

                                                         年  月  日 

 

（事業主体） 殿 

 

                                      申請代理人                   

 

 

 さきに申請の委任のあった平成 年度造林事業補助金について補助金額が決定されました。 

ついては、さきに依頼を受けた条項に基づき、下記のとおり差引精算の上、配付することになりまし

たので通知します。 

 

記 

 

１ 補助金額   金         円 

 

２ 配付方法   口座振込 

              年 月 日 ○○銀行○○支所貴殿預金口座に振り込みました。 

 

３ 交付条件 

(1) 事業主体は、岡山県補助金等交付規則（昭和41年岡山県規則56号）及び岡山県造林事業補助金交

付要綱（昭和48年７月23日付け治第867号）に従わなければならない。 

(2) 事業主体は、次の各号における措置を取らなければならない。 

ア 人工植栽による当該施行地を速やかに期間10箇年以上の森林保険等に加入すること。 

また、間伐事業施行地については、概ね３箇年間の森林保険等に加入するよう努めること。 

イ  当該植栽地につき、植栽後５箇年間毎年１回以上の下刈手入れ及び補植を行うこと。 

また、成林に必要な保育管理に努めること。 

ウ 補助事業の完了年度の翌年度から起算して５年以内（環境林整備事業の森林緊急造成及び被

害森林整備の事業にあっては、事業の実施後おおむね10年を経過するまでの間）に当該補助事業

の施行地を森林以外の用途に転用（補助事業の施行地を売り渡し若しくは譲渡し又は賃借権、地

上権等の設定をさせた後、当該事業の施行地が森林以外の用途へ転用される場合を含む。）する

行為又は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採除去を行う行為（森林作業道整備、森林災害等復

旧林道整備又は林業専用道整備の事業により整備した施設の維持管理のために必要な行為を除

く。）その他補助目的を達成することが困難となる行為をしようとする場合は、あらかじめ知事

にその旨を届け出るとともに、当該行為をしようとする森林等につき交付を受けた補助金相当

額を返還すること。 

エ 森林環境保全整備事業実施要領第１の１に掲げる事業のうち森林経営計画に基づいて行うも

のについては、当該計画の認定の取消しを受けた場合は、交付を受けた補助金相当額（同実施要

領第１の１の(4)のウの(ｲ)に掲げる査定係数が適用される事業のうち森林経営計画に基づいて

行うものについては、当該事業が同実施要領第１の１の(4)のウの(ｳ)に掲げる査定係数が適用

される場合にあっては、同規定に掲げる査定係数を適用して算定される補助金相当額との差額）

を返還すること。 

オ 環境保全要領第１の１に掲げる事業のうち実施権配分計画に基づいて行うものについては、

森林経営管理法第40条第１項及び第２項の規定により当該実施権配分計画が取消となった場合

は、当該取消となった実施権配分計画に基づき、当該取消を受けた日から起算して過去５年間以

内に実施された当該事業に係る補助金相当額（同要領第１の１の(4)のウの(ｲ)に掲げる査定係

数が適用される事業のうち実施権配分計画に基づいて行うものについては、当該事業が同要領

第１の１の(4)のウの(ｳ)に掲げる査定係数が適用される場合にあっては、同規定に掲げる査定

係数を適用して算定される補助金相当額との差）を返還すること。 

カ 長期育成循環施業通知に規定する更新伐の個別林分型において立木の材積が長期育成循環施

業協定又は森林環境保全整備事業計画に定める維持すべき立木の材積を下回ることとなる伐採

を行ったとき、又は長期育成循環施業通知に規定する更新伐のモザイク林誘導型において施業

実施年度から起算して５年以内に伐区の隣接区域において長期育成循環施業の一環として更新

伐を実施したときは、交付を受けた更新伐に係る補助金相当額を返還すること。 

キ 消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税.額が確定した場合には、様式７号－

１により申請代理人を経由して交付を受けた補助金額等を速やかに知事に報告するとともに知

事の返還命令を受けて消費税仕入控除税額に相当する補助金を返還しなければならない。ただ

し、当該補助金に係る消費税仕入控除税額があることを補助金交付申請書に明らかにして補助

金交付申請をし、消費税仕入控除税額等に相当する補助金額を減額した補助金の交付を受けた

場合には、この限りではない。

 

番
号 

施行箇所 
面積 
(ha) 

作業種 
県から交付さ 
れた補助金額 

（Ａ） 

前受金 
 

（Ｂ） 

(A)+(B)=(C) 
 
計 

苗木代等 
 
１ 

保険料 
 
２ 

事 務 
手数料 
３ 

1+2+3=(D) 
 
計 

(C)-(D)=(E) 
 

差引支払額 
支払年月日 備考 

１ ○市○○字○○ほか○             

２              

３              

※面積は小数第２位まで、作業種は、造林、下刈、除伐、間伐等を記載する。 



様式７号－１ 

 

                                                          申請代理人 

                                                           

                                                             年  月  日  

 

  岡山県知事      殿 

 

                                                     補助事業者名               

                                                       （団体名及び代表者名） 

 

 

                          年度消費税仕入税額控除適用報告書 

 

  年  月  日付けにより申請代理人○○○○から補助金配付通知のあった   年度造林

補助金について、同通知３の(2)のキの規定に基づき、次のとおり報告します。 

 

                                            記 

 

１ 岡山県補助金等交付規則第７条及び第 14条に基づく交付決定及び確定額 

      （   年 月 日付け、岡山県指令 第  号による交付決定及び額の確定通知額） 

                                                              金                  円 

 

  ２ 造林者番号 

      （   年 月 日付け、岡山県指令 第  号による交付決定及び額の確定通知による。） 

 

  ３ 補助事業者名（森林所有者） 

 

 

  ４ 施行場所 

 

 

  ５ １のうち該当する補助金の交付決定及び確定額 

                                                              金                  円 

 

 

  （注）１及び２は経由する申請代理人において記入する。 

  



 

様式８号 

 

   年度造林補助金事務取扱手数料率報告書 

 

番     号  

年  月  日  

 

 

岡山県○○県民局長 殿 

 

 

（代理申請者） 

○○○○   

 

 

 

 

このことにつき、下記のとおり徴収することとなったので報告します。 

 

記 

 

１ 手数料(率又は金額を記載) 

 

 

２ 手数料に係る業務内容 

 

 

３ 総会(総代会)決議 ※森林組合の場合のみ 

 

(1) 議決年月日      年  月  日 議決済み 

 

(2) 総会(総代会)資料及び議事録(写し)   別添のとおり 

 


